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2018年より月４本程度配信

2021年より月1本配信
中学２年教科書に
拙文掲載

探究的・協働的な学びの支援



水リスクって？
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水不足 水ストレス 水リスク

2014年、CEO Water Mandate、Alliance for Water Stewardship、CDP、Ceres、
The Nature Conservancy、Pacific Institute、Water Footprint Network、World 
Resources Institute、WWFの代表が集まり話し合った。



Water scarcity

• 特定地域の水資源の物理的な量が、
人間の消費量より少ないこと。

• 人間の水消費がない地域では「不
足」ではなく「乾燥」と見なされ
る。
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水不足



Water stress

• 人間や生態系の水需要に対す
る不足を意味する。

• 水不足だけでなく、水質、水
へのアクセスなども含む広い
概念。

• 汚染された水が豊富にある地
域は、水不足ではないが水ス
トレスは高い。
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水ストレス

水不足



Water risk • 企業が水に関連するよくない事
象を経験する確率（可能性）。

• 水リスクは拠点流域に存在する。

• 拠点、セクター、組織によって
感じ方が異なるため定義や解釈
も異なる。

• 水不足、汚染、ガバナンスの欠
如、インフラの不備、気候変動
など、水に関連する多くの状況
は、多くの異なるセクターや組
織に同時にリスクを生じさせる。
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水ストレス

水不足

水リスク



拠点、セクター、組織によって感じ方が
異なるため定義や解釈も異なるとは？
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出典：「いちばんわかる企業の水リスク」（橋本淳司著、加藤マカロン絵）
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水使用増加
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断水による
事業中断

洪水による
事業中断
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地域住民の
水アクセシビリ
ティ低下

メディア
による批判

操業リスク
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環境破壊 財務リスク

水インフラ
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流域の環境
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（子会社・関連会社）
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企業の水リスク

自社の拠点の状況を想像し、線で結んでみましょう



渇水・断水による操業リスク
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温暖化と渇水

累加積雪量の平年比
群馬県みなかみ町46％
（2016年4月6日国交省発表）

矢木沢ダム（貯水率17％／2016年6月
27日）

気象庁データ
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日系企業の工場も甚大な被害を受けた。企業へ
の損保支払い金額は9000億円と、東日本大震
災の地震保険支払額6000億円を上回った。

2011年のタイを中心としたインドシナの大洪水
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特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律
（通称：流域治水関連法）
令和３年４月28日可決成立、７月15日施行
改正概要
①流域治水の計画、体制の強化
②氾濫をできるだけ防ぐための対策
③被害対象を減少させるための対策
④被害の軽減、早期復旧、復興のため
の対策

「流域治水のイメージ」（国土交通省HPより）

集水域

氾濫域

河川区域
集水域、氾濫域、河川区域を明確にし、
流域全体で水害被害を軽減する
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治水の大転換！発想、担い手、方法の変化

ダムや堤防で河川内に
水を封じ込める
計画の見直し
ハード整備

流域に所属する
自治体、企業、住民など）

➕
河川管理者

法改前
流域全体での治水

担い手

発 想 河川区域での治水

方 法

法改後

流域全体（集水域、河川区
域、氾濫域）での治水
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企業も治水の担い手になった！
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水道料金の決まり方
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水道料金は設備費や人件費を給水人口で割って算出されるため、地域によって差が出る。今
後設備更新に多額の費用がかかり、同時に人口減少が進む地域では水道料金が大きくアップ
する。



水道事業の課題❶人口減少・節水型社会への対
応

１人当たり水使用量減、東京都10年で160億円、横浜市で100億円、名古屋市で60億円減収。
人口減少に転じると加速度的に減収。
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1人当たり年間有収水量の推移

1日311リットル→１日298リットル



水道事業の課題❷施設老朽化への対応
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水道管の総延長６６万キロ中、更新が必要なのは１２・１％（２０１２年時点）。更
新率は年間０・７６％で全ての更新には１３０年以上。「２０４０年までに水道事業
を営む団体の９１％に当たる１１８０団体が料金値上げを迫られる。小規模自治体で
とくに影響が大きく、料金が２倍以上に引き上げられるところもある」（2017年、土
木学会推計）



2016年６月４日９時４９分ごろ、名古屋市西区天神山町
縦１０メートル、横６メートル、深さ５メートルにわたり道路陥没

下水道の老朽化
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個別のウォーターフットプリントは
Water Footprint NetworkのWebを
参照してください。

出典：「いちばんわかる企業の水リスク」（橋本淳司著、加藤マカロン絵）



水リスクの特定方法
• 「地域（流域）の水リスク」×「水リスクが事業に与える影響」を考える。
• まず、水リスクをおおまかに把握するツール（世界資源研究所（WRI）AQUEDUCT）
• さらに細かく調べたい場合は環境コンサルなどに依頼
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水リスクの開示① CDP水セキュリティ

• ＣＤＰは、英国の慈善団体が管理する非政府組織（ＮＧＯ）であり、投
資家、企業、国家、地域、都市が自らの環境影響を管理するためのグ
ローバルな情報開示システムを運営。

• ＣＤＰは企業に対して、環境対策についての質問状を送り（2021年は世
界1万2000社）、回答を採点。最低のＤから最高のＡまでで評価する。
世界590の機関投資家がＣＤＰの活動を支持し、ＥＳＧ（環境・社会・
企業統治）投資の情報として影響力を持つ。気候変動、森林減少、水不
足に起因するビジネスリスクは甚大であり、企業の持続性に関わる。

• 活動を高く評価された「Ａリスト」に入った企業数は、全世界で、気候
変動対策が200社、水資源が118社、森林保全が24社。
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27CDP Ａリスト企業（2021年/CDPの発表より）



水リスクの開示② ESG 格付
• MSCIやFTSEなどの株価指標のESG Ratingでは、
統合報告書や有価証券報告書の記載内容に基づ
いて評価。
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３ステップで流域への貢献を図る

• 第1段階：生産拠点の利排水をフローで捉えリスクを分析
• 第2段階：リスク対策とその影響をマネジメントする
• 第3段階：流域の水問題解決に向けて行政・市民とアクションを起こす

29国土交通省

• 企業の持続性、ブランドイメージの向上
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１）拠点周辺環境とコミュニケーションに
ついての調査

分類 所在地 自治体
自治体の水マネ
ジメント

所属流
域

流域の水マネジ
メント

水保全
活動

指標となる
生物

特記すべき
変異

効果的な連
携

A工場 生産拠点 ○○市 水収支把握 ○○川

B工場 生産拠点 ○○市 地下水流動把握 ○○川
隣接自治体と協
議中

C工場 生産拠点 ○○市 特になし ○○川
隣接自治体と協
議中

D工場 生産拠点 ○○市 災害時のTLあり ○○川

E社（農場） 材料調達 海外 特になし ○○川

F社（農場） 材料調達 海外 特になし ○○川

G社（牧場） 材料調達 ○○市 特になし ○○川

２）拠点環境について
の調査

分類
水量
データ

水質
データ

豪雨時の被災予
測

社内認
識度合 流域への貢献 優先度 課題 解決策

タイムテー
ブル

解決策と温暖化ガスにつ
いての留意点

A工場 生産拠点 A A C

B工場 生産拠点 A A C

C工場 生産拠点 A B B

D工場 生産拠点 A A C

E社（農場） 材料調達 C なし B

F社（農場） 材料調達 C なし A

G社（牧場） 材料調達 C なし A



雨水活用

水田からの
地下水強化
防災機能

地域に適した
水の確保・浄水技術

間伐と
間伐材活用

植林

環境保全型農業

水の３R

食の地産地消

木材の地産地消

具体的なアクション 流域内の水循環の健全化

エネルギーの地産地消
インフラの監視
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水収支の把握
地下水の
流動の把握

奥山の保全



ＦＥＷの関係性をとらえたアクション
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Water

Energy

Food
Forest



Thank you

33


	グッドプラクティス塾�～企業が知っておくべき国内外の水リスク～
	橋本淳司�Junji Hashimoto�＊水ジャーナリスト�＊アクアスフィア・�　水教育研究所代表�＊武蔵野大学客員教授
	水リスクって？
	Water scarcity
	Water stress
	Water risk
	拠点、セクター、組織によって感じ方が異なるため定義や解釈も異なるとは？
	スライド番号 8
	渇水・断水による操業リスク
	　温暖化と渇水
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律�（通称：流域治水関連法）�令和３年４月28日可決成立、７月15日施行
	治水の大転換！発想、担い手、方法の変化
	スライド番号 15
	水道料金の決まり方
	水道事業の課題❶人口減少・節水型社会への対応
	水道事業の課題❷施設老朽化への対応
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	水リスクの特定方法
	水リスクの開示① CDP水セキュリティ
	スライド番号 27
	水リスクの開示② ESG 格付
	３ステップで流域への貢献を図る
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	ＦＥＷの関係性をとらえたアクション
	Thank you

